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平成 21 年 7 月 31 日 

 

各  位 

                                              会 社 名 黒 田 電 気 株 式 会 社 

                                              代 表 者 取締役兼代表執行役社長   金 子 孝 

                                                          （コード番号 7517 東証・大証第一部）  

                                              問 合 せ 先  執行役専務管理統括  黒 田 信 行 

           （ TEL 03-6716-0850） 

 

 

 

子会社の合併に関するお知らせ 

 

 

  当社は、平成 21 年 7 月 31 日開催の執行役会において、共に連結子会社である上海黒田貿易有限公司（以

下、「SKT」という）と黒田電気（上海）有限公司（以下、「ZKES」という）を合併することを決議いたしま

したので、お知らせします。 

 

 

記 

 
 
１．合併の目的 
 当社は、上海市において、1993 年に電気、電子部品の生産拠点として ZKES を、2001 年に電気、電子

部品材料の販売拠点として SKT を、各々設立いたしましたが、近年において、両社の顧客・取引先が重複

するなど、その機能が接近するとともに、分業を行う必要性が希薄化したため、ZKES と SKT を合併し、

両社の事業を統合することにしました。 
 
 
２．合併の要旨 
（１）合併の日程 
 本合併決議後、中国政府当局に合併申請を行う予定ですが、現在のところ合併期日（効力発生日）は未定

であります。 
（２）合併方式 
 SKT を存続会社とする吸収合併方式で、ZKES は解散いたしますが、ZKES の既存事業は全て存続会社

SKT が継承します。尚、当社の連結子会社同士の合併であり、合併による新株式の発行及び対価の交付は

ありません。 
 
 
３．合併後の効果 
 今回の合併により、以下の効果を見込んでおります。 
（１）営業力の強化 
 合併後の SKT においてメーカー機能をもった営業が可能になり、得意先の要望に沿った販売活動（部品

の自社製造、委託製造、輸入販売等）を主体に、売上の更なる拡大を目指します。また、重複営業がなくな

り、得意先からみた利便性と営業の効率的な配置が可能になります。 
（２）管理費の削減 
 管理部門の重複した業務を効率化することで、コストの低減を図ります。 
（３）財務体質の強化 
 財務・キャッシュフローの統合により、営業活動と製造活動に用いる資金の効率配分を行い、財務体質の

強化を図ります。 
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３．合併当事会社の概要（平成 20 年 12 月 31 日現在） 
 
（１）商号 SKT：上海黒田貿易有限公司 

（存続会社） 
 

ZKES：黒田電気（上海）有限公

司 （消滅会社） 

（２）事業内容 電気材料、一般電子部品、半導体、そ

の他商品の卸売 
電気・電子材料等の複合加工品の

製作、販売 
（３）設立年月日 2001 年 3 月 1 日 1993 年 12 月 17 日 
（４）本社所在地 33F.1Grandgateway,No1.HongQiao 

Road,XuHuiDistrct,Shanghai.China
No. 800 Xu Min Road, Xujing 
QingpuDistrict,Shanghai, 
CHINA 201702 

（５）代表者 城野重智 春日哲也 
（６）資本金 4,200 千米ドル 9,340 千米ドル 
（７）純資産 7,508 千米ドル 4,913 千米ドル 
（８）総資産 46,401 千米ドル 8,168 千米ドル 
（９）決算期 12 月末 12 月末 
（１０）株主構成 黒田電気株式会社 100.00％ 黒田電気株式会社 100.00％ 
                      ※為替レートは 6.83RMB／US ドルを使用しております。 
 
 
４．合併後の状況 
 
（１）商号 上海黒田貿易有限公司 
（２）事業内容 電気材料、一般電子部品、半導体、その他商品の卸売 

電気・電子材料等の複合加工品の製作、販売 
（３）本社所在地 33F.1Grandgateway,No1.HongQiaoRoad,XuHuiDistrct,Shanghai.China
（４）代表者 春日哲也 
（５）資本金 13,540 千ドル 
（６）決算期 12 月末 
 
 
５．業績への影響 
 本件合併は、連結子会社同士の合併であるため、当社グループの連結業績に与える影響は軽微であります。 
 
 
                                           以  上 

 

 

 

 


